第８章　製造業
概況　
　昭和56年工業統計調査結果（従業者４人以上の事業所が対象）による大阪府の工業の概況は以下のとおりである。
　昭和56年12月31日現在の製造業稼動事業所数は、4万5079事業所で、前年に比べ2.3パーセント（1007事業所）増加した。
　部門別にみると、重化学工業部門では2万1467事業所で前年に比べ0.9パーセント（200事業所）増加し52年以降増勢が続いている。軽工業部門では２年連続の減少から一転して3.6パーセント（807事業所）増加し、２万3612事業所となった。
　業種別にみると、20業種中15業種で増加しているが、増加実数の多い業種は出版・印刷の244事業所（8.0パーセント）増を筆頭に、衣服206事業所（7.7パーセント）増、電気機器153事業所（5.5パーセント）増、繊維100事業所（2.1パーセント）増と続いている。
　一方、減少した中では木材39事業所（3.9パーセント）減､金属製品22事業所（0.3パーセント）減が目立っている。
　規模別では、大規模層で５事業所（1.7パーセント）減少し､小規模層で943事業所（2.4パーセント）、中規模層で69事業所（1.7パーセント）それぞれ増加した。
　地域別にみると、５地域全てで増加しているが、東大阪地域334事業所（2.8パーセント）増、泉州地域319事業所（4.4パーセント）増が目立つ。北大阪地域（96事業所増）、南河内地域（76事業所増）は増加実数は少ないが伸び率でみると、それぞれ3.4パーセント増、3.8パーセント増で府平均の伸び率を上回っている。大阪市地域は182事業所増加しているが、伸び率でみると0.9パーセントの増加にとどまり、５地域中最も低い伸びとなっている。
　従業者数は、89万4698人で前年までの減少傾向から一転して２万1771人（2.5パーセント）の増加となった。
　部門別にみると、重化学工業部門が52万2187人で１万2421人（2.4パーセント）増加し、軽工業部門においても37万2511人となり9350人（2.6パーセント）増加した。
　業種別にみると、20業種中15業種で増加しているが、特に電気機器7677人（7.3パーセント）増、出版・印刷4298人（8.1パーセント）増、輸送機器3847人（10.5パーセント）増が目立っている。一方、減少したのは鉄鋼2497人（5.0パーセント）減、木材988人（7.7パーセント）減、化学851人（1.6パーセント）減となっている。
　規模別にみると、３規模層の全てで増加しているが、特に小規模層１万5475人（4.2パーセント）増の伸び率が大きい。
　地域別にみると、増加実数では東大阪地域9358人（3.9パーセント）増、泉州地域4427人（3.0パーセント）増、大阪市地域3044人（0.9パーセント）増が大きい。しかし、伸び率でみると、南河内地域（5.3パーセント増）、東大阪地域（3.9パーセント増）、北大阪地域（3.9パーセント増）の順となっている。
　製造品出荷額等（以下出荷額）は19兆7553億円で、前年に比べ5.2パーセント（9 848億円）の増加となった。
　部門別にみると、重化学工業部門では13兆2915億円で、前年に比べ4.9パーセント（6286億円）の増加であるのに対し、軽工業部門が６兆4638億円で5.8パーセント（3563億円）増加し、重化学工業部門の伸び率を上回った。
　業種別には、機械関係が好調で精密機器24.8パーセント（305億円）増、輸送機器21.0パーセント（1524億円）増、電気機器14.5パーセント（3119億円）増、一般機械8.8パーセント（1882億円）増といずれも府平均の伸び率を上回っている。また、出版・印刷15.5パーセント（1276億円）増、衣服15.3パーセント（477億円）増、食料品10.8パーセント（1248億円）増も目立っている。一方、減少しているのは、非鉄金属9.9パーセント（799億円）減、鉄鋼8.7パーセント（1786億円）減、木材13.4パーセント（324億円）減、家具0.2パーセント（5億円）減の４業種である。
　規模別では、小規模層6.5パーセント増、大規模層5.9パーセント増、中規模層3.7パーセント増の順となっている。
　地域別にみると、東大阪地域8.3パーセント増、南河内地域8.3パーセント増、北大阪地域6.8パーセント増、大阪市地域4.0パーセント増､泉州地域2.5パーセント増の順となっている。
工業生産活動の動向
　昭和56年の大阪府工業生産指数は、年平均で117.8（昭和50年基準・製造工業）で、前年比3.7パーセント減となり、昨年に引き続き低下を示した。全国及び近畿地区が、前年の伸び率を下回るものの、それぞれ全国146.8パーセント（前年比3.1パーセント増）、近畿139.6パーセント（同1.5パーセント増）と増加を続けているのに対して、本府の生産活動は、低調な推移に終わった。
　業種別にみると、昨年より、増加幅は減少しているが、輸送機械工業が12.5パーセント、化学工業が2.5パーセント、一般機械工業が1.5パーセントの伸びとなっており、又、非鉄金属工業が4.5パーセント増、精密機械工業が､2.0パーセント増と上昇に転じた。
　一方、減少業種は、15業種中、10業種で、中でも昨年、大幅増を示した電気機械工業が､8.0パーセントの低下、又低迷の続く建設需要の影響を受けて、金属製品工業が9.6パーセント減、窯業土石製品工業が14.8パーセント減、木材・木製品工業が18.2パーセント減と、落ち込みが目立っている。
　次に、生産の推移を四半期別に対前期比（季節調整済指数）でみると、1月から3月期は、金属製品工業、輸送機械工業の好調により、前期比2.8パーセントの上昇となったが､４月から６月期は、15業種中、11業種が、前期に比して減少し、同4.1パーセントの低下となった。７月から９月期においても、非鉄金属工業や、精密機械工業は増加したが、金属製品工業の２期連続減少等により、同1.9パーセントの微減となり、10月から12月期は、金属製品工業の反動増、化学工業の増加等により、同4.1パーセント上昇した。個人消費の伸び悩み、建設投資の停滞等から、全般的に低迷状態を呈しているが、四半期別でみると４月から６月期を底に、以後、回復傾向を示している。
　続いて、生産動向を財別にみると、最終需要財は、2.3パーセント減、又、好調に上昇を続けていた生産財も、6.4パーセント減と､低下した。最終需要財のうち、電気機械を中心とした耐久消費財の伸びにより、消費財が、1.4パーセントとなっているが、資本財、及び、建設資財の不調により投資財が、7.7パーセント減となっている。
